
[　道路　 局] 13款２項２目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
街路整備事業 (横浜環状
北西線を除く)

11,628,129 5,621,741 11,096,890 5,344,070 531,239 277,671

2
横浜環状北西線整備事
業

11,500,000 9,244,085 11,600,000 9,344,000 △ 100,000 △ 99,915

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 23,128,129 14,865,826 22,696,890 14,688,070 431,239 177,756
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他
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本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 2

横浜環状北西線整備事業

13 36 1

事業名称

歳出予算科目

        11,500,000令和6年度          2,255,915                  0          9,244,085                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

        11,600,000

           ▲100,000

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

         9,344,000

            ▲99,915

        11,700,000         11,600,000

        11,600,000

                 0                  0                  0

                 0

       -24,151,500

        11,684,649

       -32,934,767

         9,344,000

         9,344,000

                 0                  0                  0

         2,256,000

                ▲85

　東名高速道路の横浜青葉インターチェンジ・ジャンクションと第三京浜道路の横浜港北ジャンクションを結ぶ延長約７．１ｋｍの自
動車専用道路である横浜北西線を整備します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

      約２０分       約２０分       約２０分           約２０分              0              0              0道路までの所要時間
横浜港から東名高速

実績       約２０分       約２０分分

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　本事業は、平成29年3月に開通した横浜北線と一体となり、横浜都心・湾岸エリアと東名高速道路との連絡を強化することで、横浜
港の国際競争力の強化や災害時における緊急輸送路の確保、保土ヶ谷バイパスに集中する交通の混雑緩和、交通環境の改善等を図るも
のです。

事業目的

　横浜北西線は、令和２年３月22日に開通しましたが、平成29～31年度に集中する事業費を平準化するため、首都高に委託している工
事を対象に立替施行を実施しており、令和6年度は立替施行の後年度支払いを行います。

背景・課題

都市計画法、横浜国際港都建設計画、横浜市中期４か年計画根拠法令・方針決裁等

　平成23年11月に社会資本整備審議会道路分科会第７回事業評価部会において、北西線の新規事業化及び事業主体、施行区分、有料投
資額は妥当であると判断されました。また、平成30年８月の事業再評価において、「事業継続」で了承されています。

根拠・データ等

・平成15～17年度　：構想段階PI
・平成22年度    　：都市計画決定
・平成24～25年度　：都市計画事業認可、調査、設計、測量、及び用地取得等
・平成26～31年度　：調査、設計、測量、用地取得、及び工事等
・令和２年３月22日：開通
・令和２～６年度　：立替施行に伴う後年度支払い等

事業スケジュール

平成24年度事業開始年度

1
5年度6年度

立替施行に伴う後年度支払い
細事業(事業内訳） 1         11,500,000         11,600,000            ▲100,000 最終年度であり、金額調整のため

        11,500,000         11,600,000            ▲100,000

4横浜環状道路調整課道路局

一般会計

小田 英隆 入野 克樹 大野木 隆介
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